
圏域連携会議

【法令等】

○ 都道府県は必要に応じて、圏域ごとに関係者が具体的な連携等について協

議する圏域連携会議を設置することとされている（局長通知）。

○ 構成員：各医療機能を担う全ての関係者

○ 内容：①から③について、関係者全てが認識・情報を共有した上で、各医

療機能を担う医療機関を決定する。

① 医療連携の必要性についての認識の共有

② 医療機関等に係る人員、施設設備及び診療機能に関する情報の共有

③ 当該疾病及び事業に関する最新の知識・診療技術に関する情報の共有

○ 協議の内容・結果については、原則として、周知・広報する。

○ 保健所は、地域医師会等と連携して当会議を主催し、医療機関相互または

医療機関と介護サービス事業所との調整を行うなど、積極的な役割を果たす

ものとされている。

【実際の運用】
《情報提供をいただいた県》北海道、青森県、富山県、大阪府、島根県、広島県

＜都道府県と会議との関係＞

① 都道府県が協議会の構成員となっているケース（大阪府、島根県、広島県）

② 都道府県が協議会の構成員となっておらず、事務局のみを担っているケー

ス（北海道、青森県、富山県）

＜委員の主な構成員＞

郡市医師会、郡市歯科医師会、郡市薬剤師会、看護協会、医療機関、消防、

市町村、市社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会等福祉関係団体、地域

住民を代表する団体 等

＜開催時期＞

年１～２回程度

＜会議・議事の公開＞

① 会議・議事ともに原則、公開（大阪府）

② 一般的には公開していないが、要望があれば公開（北海道、青森県、富山

県、島根県、広島県）

＜議事決定の方法等＞

① 特に定めていない（北海道、島根県）

② 出席者の過半数を持って決定（青森県、富山県、大阪府、広島県）

第 ４ 回 地 域 医 療 構 想 策 定
ガイドライン等に関する検討会

平 成 ２ ６ 年 １ １ ⽉ ２ １ ⽇

参考

資料

３－３








































































































































































